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会計

IASB（国際会計基準審議会）の第

90回会議が、2009年４月22日から24

日までの３日間にわたりロンドンの

IASB本部で開催された。

今回の会議では、①金融危機対応

（米国財務会計基準審議会（FASB）

の改訂金融商品会計基準の検討及び

国際会計基準（IAS）第39号（金融商

品：認識及び測定）の改訂）、②公

正価値測定、③IAS第37号（引当金、

偶発債務及び偶発資産）の改訂、④

退職後給付、⑤保険会計、⑥経営者

による説明（ManagementCommen-

tary）、⑦廃止事業、⑧IAS第33号

（１株当たり利益）の改訂、⑨中小

規模企業のための国際財務報告基準

（IFRS）（IFRSforSMEs）、⑩料金規

制活動（rateregulatedactivities）、

⑪株式報酬の改訂、⑫IFRS第１号

（IFRSの初度適用）の改訂（石油ガ

ス産業）及び⑬作業計画の見直しの

検討が行われた。教育セッションは

なかった。

IASB会議には理事14名が参加し

た（筆者は日本から、トム・ジョー

ンズ氏は米国からビデオを通じて参

加）。本稿では、これらのうち、①か

ら⑤に関する議論の内容を紹介する。

今月の主な論点は次のとおりであ

る。

� FASBが2009年４月に公表した

３つのFASBスタッフポジション

（①市場の流動性が失われた場合、

②中間財務諸表における金融商品

に関する公正価値開示の拡充及び

③負債証券の一時的でない減損の

会計処理）に対して、IASBは、

前２者については、今後公表する

公正価値測定に関する公開草案等

に反映するが、負債証券の一時的

でない減損の会計処理については、

対応しないことを暫定的に決定し

た。

� 金融商品の会計基準の包括的な

見直しプロジェクトは、2009年４

月におけるＧ20からの要請を受け

て、プロジェクトを2009年中に完

成させることが暫定的に合意され

た。それを実現するため、今後、

新会計基準で取り上げる測定方法

を2009年７月に決定し、９月頃を

目処に公開草案を公表する予定で

検討が行われる。測定方法として

は、①公正価値、②割引キャッシュ・

フローに基づく再測定方法及び③

償却原価の３つが候補として挙げ

られている。

� IAS第37号の改訂プロジェクト

では、負債の測定に当たり、３つ

のビルディングブロック（①負債

を履行するために見込まれる将来

キャッシュ・フロー、②貨幣の時

間価値及び③将来キャッシュ・フ

ローに関する不確実性の効果）を

どのように適用するかに関する議

論が行われ、更に、リストラ活動

に関する開示内容の検討が行われ

た。

� 退職後給付では、給付建制度に

関して、給付建負債（又は資産）

の純額の変動は、その発生時に当

期利益で認識するとともに、退職

後給付費用を①勤務（employment）、
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②給付建債務の金利費用及び③給

付建債務のその他（金利要素以外）

の変動及び制度資産の変動から構

成される再測定（税引後）という

３つの構成要素に分け、包括利益

計算書上で区分して表示すること

が暫定的に合意されている（ただ

し、①及び②を注記で開示するこ

とも選択できる）。また、制度変

更に伴って生じる過去勤務費用の

うち権利が確定していないものに

ついても、その発生時に全額を当

期利益で認識することが暫定的に

合意されている。また、この暫定

合意に対する懸念の声があること

を受けて、改めて検討され、暫定

合意の内容が再度確認された。

� 保険会計では、保険負債の測定

アプローチのモデルのうち、３つ

が検討された。特定の測定モデル

を選定することはできなかったが、

保険契約の当初認識時の測定が初

日の損失（day-oneloss）となる

場合には、保険者は当該初日の損

失を損益として認識すべきである

という点が暫定的に合意された。

また、新契約費は、発生時に費用

として認識するとともに、それを

回収する部分に該当する保険料は、

契約当初時に、収益（revenue）

として認識すべきことも暫定的に

合意された。

� １株当たり利益の計算を見直す

IAS第33号の改訂プロジェクトは、

当面停止することが暫定的に合意

された。

� 中小規模企業のIFRSの名称が、

IFRSforSMEsに決定された。

金融危機対応への一環として、

2008年11月からIAS第39号の認識及

び測定に関する会計処理の包括的見

直しプロジェクトが進められている。

ところが、2009年４月に開催された

Ｇ20の要請に基づき、急遽このプロ

ジェクトを2009年末までに完成させ

ることとなった（この見直しは、FASB

との共同プロジェクト）。これに加

えて、FASBが2009年３月17日に米

国の金融商品会計基準の一部を改訂

する公開草案を公表し、４月２日に

その改訂を決定したことを受けて、

FASBによる基準の改訂内容につい

ても議論が行われた。ここでは、①

FASBによる金融商品会計基準の改

訂の内容に対するIASBでの検討の

結果及び②IAS第39号の包括的見直

しに関連して検討された償却原価モ

デルに関する議論を紹介する。

� FASBによる金融商品会計基準

の改訂に対するIASBの対応

① 改訂の概要

FASBが2009年４月に改訂した金

融商品に関する会計基準には、次の

ものがある。

� 公正価値測定に関する米国財務

会計基準書（SFAS）第157号（公

正価値測定）に対する追加的ガイ

ダンスを示すための新たなFASB

スタッフポジション（FSP）（FSP

FAS157�4：資産又は負債に係る

ボリューム及び活動レベルが大き

く低減した場合の公正価値の決定

及び通常ではない取引の識別）

� 上場企業の中間財務報告（米国

の場合は四半期報告書）において、

金融商品の公正価値に関する開示

を求めている新たなFSP（FSP

FAS107�1andAPB28�1：金融商

品の公正価値に関する中間開示）

� SFAS第115号（特定の負債証券

及び持分証券への投資の会計処理）

における有価証券の一時的でない

減損 （other-than-temporaryim-

pairment;OTTI）の取扱いをより

明確化し財務諸表における一時的

でない減損の表示を改善するため

のFSP（FSPFAS115�2andFAS

124�2：一時的でない減損の認識

及び表示）

② IASBの対応

IASBは、これらの改訂内容をIFRS

に反映すべきかどうかについて議論

を行った。上記�及び�については、

公正価値測定プロジェクトで議論が

行われ、�については本プロジェク

トで議論が行われた。

今回の議論の結果、IASBは、

SFAS第157号の追加ガイダンス（前

述�）及び中間財務報告における金

融商品の公正価値に関する開示の拡

充（前述�）という２つの改訂につ

いては、①IASBが公表予定の公正

価値測定の公開草案にFSPの改訂内

容を反映すること及び②IAS第34号

（中間財務諸表）を改訂して、金融

商品の公正価値に関する開示を中間

財務諸表でも求める改訂を行うこと

を暫定的に合意した（議論の詳細に

ついては、後述の「３．公正価値測

定」を参照）。

SFAS第115号における負債証券の

一時的でない減損に関する改訂（前

述�）については、議論の結果、

IAS第39号を改訂しないことが暫定

的に合意された。以下では、その議

論の内容を紹介する。

一時的でない減損への対応に関し
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ては、短期的にIAS第39号を米国会

計基準に合わせて改訂すべきである

という意見や、そうすべきではない

といった多くの意見が寄せられた。

また、2008年10月のIAS第39号の再

分類に関する改訂時にIASBがデュー・

プロセスを遵守しなかったことを懸

念して、どのような改訂もデュー・

プロセスに従って行われるべきこと

が強く要望された（FASBが今回行っ

たような短期間の公開を望む声は少

なかった）。また、既に触れたよう

に2009年４月に開催されたＧ20の会

合では、IASBに対して、金融商品

に関する会計基準の見直しを2009年

末までに完成するよう要請が行われ

ている。このような状況を総合的に

勘案し、負債証券の一時的でない減

損に関するFSPの内容を反映するた

めのIAS第39号の改訂は行わず、こ

の問題は、2009年末までに行うIAS

第39号の改訂の中で検討することが

暫定的に決定された。

ここで、負債証券の一時的でない

減損をどのように認識するか及びそ

の財務諸表での表示に関するガイド

ラインを示しているSFAS第115号に

関するFSPについて簡単に触れてお

く。

③ 負債証券の一時的でない減損に

関するFSPの内容

一時的でない減損の発生時の処理

負債証券について一時的でない減

損が発生したときには、当期利益で

認識される一時的でない減損額は、

企業が当該負債証券を売却する意図

があるか、又は負債証券の償却原価

ベースから当期の信用損失を控除し

た金額を回収する前に負債証券を売

却することを求められる可能性が50

％超であるかどうかによる。

� 企業が負債証券を売却する意図

があるか、又は負債証券の償却原

価ベースから当期の信用損失を控

除した金額を回収する前に負債証

券を売却することを求められる可

能性が50％超である場合には、一

時的でない減損（投資の償却原価

ベースと貸借対照表日の公正価値

の差額の全額）を当期利益で認識

しなければならない。

� 企業が負債証券を売却する意図

がないか、又は負債証券の償却原

価ベースから当期の信用損失を控

除した金額を回収する前に負債証

券を売却することを求められる可

能性が50％超でない場合には、一

時的でない減損は、①信用損失を

表す金額と②それ以外のすべての

要素に関連する金額に２分しなけ

ればならない。

① 信用損失に関連する一時的で

ない減損（＝償却原価ベース－

回収されると見込まれるキャッ

シュ・フローの現在価値）：当

期利益で認識

② それ以外のすべての要素に関

連する一時的でない減損（＝償

却原価ベース－公正価値－信用

損失）：OCIで認識（税引後）

従前の償却原価ベースから当期利

益で認識された一時的でない減損を

控除した額が、当該投資の新しい償

却原価ベースとなる。また、新償却

原価ベースは、その後の公正価値の

回復によって調整してはならないが、

アクリーション又はアモチゼーショ

ンがなされた場合には、調整を行わ

なければならない。

一時的でない減損の認識時以降の処理

一時的でない減損が認識された以

降の処理は、保有カテゴリーによっ

て次のとおりとなる。

� 売却可能に区分される負債証券

当初認識後の公正価値の増加及

び減少は、OCIで認識しなければ

ならない。

� 満期保有目的に区分される負債

証券

一時的でない減損の認識時以降

は、新償却原価ベースと回収され

ると見込まれるキャッシュ・フロー

の差額は、現行ガイダンスに従っ

て、金利として増額しなければな

らない。企業は、負債証券の満期

までの期間にわたって回収される

と見込まれるキャッシュ・フロー

の現在価値を、継続的に見積もら

なければならない。OCIで認識さ

れた一時的でない減損は、負債証

券の残存期間にわたって、OCIか

ら負債証券の償却原価を増額する

よう振り替えなければならない

（この振替えは、当期利益には影

響しない）。

� 金融商品会計基準の包括的見直し

① 議論の背景

2008年３月に金融商品会計基準の

複雑性を低減するための提案を、ディ

スカッション・ペーパー「金融商品

の報告における複雑性の低減（Re-

ducingcomplexityinreportingfinan-

cialinstruments）」として公表し、そ

の後、９月中旬までに受領したコメ

ントを分析した上で、2008年11月に、

IAS第39号の認識及び測定基準を見

直すプロジェクトが新たに取り上げ

られた。

2009年３月のFASBとの合同会議

では、両者の金融商品に関する会計

基準を共通の会計基準で置き換える

こととし、新基準は、現在の基準よ

りは利用者の意思決定有用性を大き
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く改善するものとすること、更に、

基準の簡素化をも図ることが暫定的

に合意されている。そして、新会計

基準の候補となる可能性のある測定

方法として、次の３つを検討するこ

とも暫定的に合意された。

� 公正価値（SFAS第157号（公正

価値測定）における出口価格）

� 割引キャッシュ・フローに基づ

く再測定方法（割引キャッシュ・

フロー法に基づくもの）

� 償却原価

このような議論を行っていたとこ

ろ、2009年４月に開催されたＧ20の

会合では、IASBとFASBに対して、

2009年末までにこのプロジェクトを

完成させることが要請され、プロジェ

クトのスピードアップが図られるこ

ととなった。

これらを受けて、今回は、①今後

の作業予定及び②３つの測定候補の

うちの償却原価モデルを取り上げ、

その償却法及び減損について議論が

行われた。

② 今後の作業予定

今後の予定として、Ｇ20からの要

請を満たすために、新会計基準で取

り上げる測定方法を2009年７月にも

決定し、９月頃を目処に公開草案を

公表することが示された。なお、測

定候補のうち、FASBのボードメン

バーが推薦している「割引キャッシュ・

フローに基づく再測定方法（割引キャッ

シュ・フロー法に基づくもの）」（前

述�）の概要を理解するために、臨

時のIASB会議が2009年５月５日に

開催され、そこでは、このモデルを

理解し、更に、場合によっては、測

定方法として採用するためにどのよ

うな論点を更に検討すべきかについ

て議論が行われた。

③ 償却原価モデル

今回は、償却原価モデルの考え方

の概要が示され、実効金利を用いた

アモチゼーションを適用する際に検

討しなければならない論点が提示さ

れた。また、償却原価モデルを採用

すれば、金融資産の減損を測定しな

ければならないが、その場合には、

①発生損失モデル（incurredloss

model）、②期待損失モデル（ex-

pectedlossmodel）及び③公正価値

に基づくモデル（fairvaluebased

model）の３つがあることが示され、

それぞれの内容が議論された。

今回は、結論を出すことは目的と

されていなかったが、発生損失モデ

ルと期待損失モデルについて、両者

の差異、測定目的及び表示などにつ

いてスタッフに更に検討することが

指示された。

今回は、①FASBが2009年４月に

改訂されたSFAS第157号の市場の流

動性が低下した場合に関する追加的

ガイダンス（FSPFAS157�4：資産

又は負債に係るボリューム及び活動

レベルが大きく低減した場合の公正

価値の決定及び通常ではない取引の

識別）、②同じくFASBが上場企業の

中間財務報告において、金融商品の

公正価値に関する開示を求めている

新たなFSP（FSPFAS107�1andAPB

28�1：金融商品の公正価値に関する

中間開示）及び③参照市場（refer-

encemarket）の３点に関して議論

が行われた。ここでは、③を除く議

論の概要を紹介する。

� SFAS第157号の追加ガイダンス

（市場の流動性が低下した場合）

FASBが2009年４月に公表したこ

のFSPでは、①資産又は負債に係る

ボリューム及び活動レベルが大きく

低減した場合にSFAS第157号に基づ

いてどのように公正価値を決定する

か、及び②取引が通常ではない状況

の識別に関するガイダンスが追加さ

れている。

今回の議論では、関係者から受領

したコメントを基に、このFSPの内

容が、IASBの専門家グループが

2008年10月に公表した「活発でなく

なった市場における金融商品の公正

価値の測定と開示（Measuringand

disclosingthefairvalueoffinancial

instrumentsinmarketsthatareno

longeractive）」とほぼ同じかどうか

が議論された。

議論の結果、両者は実質的に同じ

であるとされ、2009年５月にも公表

予定の公正価値測定に関する公開草

案の中に、このFSPの文言をできる

だけそのまま追加することが暫定的

に合意された。

� 中間財務諸表における金融商品

の公正価値開示の拡充

FASBが公表した中間財務諸表に

おける金融商品の公正価値の開示に

関するFSPでは、年度末と同じ情報

の開示を中間財務諸表においても求

めることとしている。今回、これに

合わせて、IAS第34号を改訂するか

どうかが議論された。

議論の結果、年度末の財務諸表で

求められている次のような開示を中

間財務諸表でも求めることとし、こ

れを2009年５月にも公開予定の公正

価値測定に関する公開草案の中に含

めることが暫定的に合意された。

� 公正価値で測定される金融商品

に関しては、IFRS第７号（金融商
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品：開示）によって求められてい

る年度末と同じ開示を求める。

� 公正価値で測定されていない金

融商品に関しては、それらの公正

価値の開示を含め、IFRS第７号

によって求められている年度末と

同じ開示を求める。

� 非金融資産及び非金融負債に関

しては、IAS第34号で求められて

いる以上の追加開示は求めない。

なお、SFAS第115号では、主要な

有価証券の「タイプ（持分証券、米

国財務省等が発行した負債証券、社

債など）」ごとに公正価値の開示を求

めているが、IFRS第７号では、金融

資産及び金融負債の「種類（class）」

ごとの開示を求めており開示の仕方

が同じではないが、これについては

変更しないことが確認された。なお、

IFRS第７号では、「種類」に関して、

企業に対して、開示される情報の性

質にとって適切で、かつ、金融商品

の特徴を考慮して、金融商品を種類

にグループ化しなければならないと

要請している。このように、「種類」

は、企業が決定するものとされてお

り、IAS第39号で定めている４つの

カテゴリー（公正価値で測定され損

益で認識される金融資産又は金融負

債、満期保有投資、貸付金及び債権、

及び売却可能金融資産）とも異なる

ものである。

今回は、①最終基準に含めるべき

ガイダンスの範囲、②負債の測定ガ

イダンス及び③リストラ活動に関す

る開示についての議論が行われた。

� 最終基準に含めるべきガイダン

スの範囲

このプロジェクトでは、2005年６

月に公開草案を公表してから時間が

経過しているので、公開草案で提示

した改訂事項を中心に、これまでに

合意に達した事項のみを最終基準化

すべきとの提案がスタッフからなさ

れ、議論が行われた。議論の結果、

正式な票決はなされなかったが、ほ

ぼこれに沿って、2009年下半期での

プロジェクトの完成を目指してドラ

フト作成作業が開始されることにな

る予定である（再公開が必要かどう

かは将来検討される）。なお、現在

議論している、認識、測定及び開示

に関する規定が、訴訟に関連する負

債に合わせるため改訂する必要があ

るかどうか、また、求償権（reim-

bursementright）の測定のためにガ

イダンスの追加が必要かどうかにつ

いては、2009年６月に議論される。

� 負債の測定ガイダンス

スタッフから公開草案を基にした

負債の測定ガイダンス案の一部が示

され、これに基づいて、ガイダンス

の適切性について議論が行われた。

これまでの議論では、負債は、企

業が期末に現在債務から解放される

ため（すなわち、負債を決済するか

又は第三者に譲渡する）に合理的に

支払うであろう金額で測定するとさ

れてきた。そして、多くの場合、観

察可能な市場の証拠が存在しないた

め、負債の金額は見積もらなければ

ならず、その際には、３つのビルディ

ングブロックを考慮することとされ

ている。それは、①負債を履行する

ために見込まれる将来キャッシュ・

フロー、②貨幣の時間価値及び③将

来キャッシュ・フローに関する不確

実性の効果（リスクプレミアム）で

ある。

この見積りに関して議論が行われ、

議論の結果、期待キャッシュ・フロー

に対して自動的にリスク調整を行う

べきではなく、将来キャッシュ・フ

ローの不確実性が、企業が期末に現

在債務から解放されるために合理的

に支払うであろう金額に影響する場

合にのみ、リスク調整が要求される

べきであるとすることが、暫定的に

合意された。

また、資産除去債務のようなサー

ビスを提供しなければならない義務

の測定に当たり、３つのビルディン

グブロックをどのように適用するか

についても議論が行われた。議論の

結果、測定に用いられるべき適切な

キャッシュ・フローは、企業が、自

らに代わってサービスを引き受けて

くれる契約相手に合理的に支払うで

あろう金額とすべきであることが暫

定的に合意された。また、サービス

に対する効率的な市場が存在しない

場合には、企業は、企業自らが当該

サービスを第三者から引き受けて実

行する際に賦課するであろう金額を

見積もることによって、契約相手に

合理的に支払うであろう金額を見積

もることができることが暫定的に合

意された。後者の見積金額には、企

業が債務を履行するために生じると

見積もる費用及び当該債務に内在す

るサービスを提供するために企業が

求めるであろう補償を含むことにな

る。

� リストラ活動に関する開示

リストラ活動に関する開示を拡充

することについては暫定合意がなさ

れていたが、その詳細な内容につい

て合意が形成されていなかったため、

開示を求める内容について議論され

た。
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議論の結果、次の開示を求めるこ

とが暫定的に合意された。

� 予想される活動をもたらす事実

及び状況と予想される完成日を含

むリストラ活動の記述

� 影響を受ける報告セグメントご

とに、当該活動との関連で発生す

ると予想される費用の総額、当該

期に発生した金額、及び報告日ま

でに発生した累計額

� 経済的便益の結果的な流出が予

想されるタイミング

このほか、企業が初めてリストラ

計画を導入又はリストラによって影

響を受ける関係者にその主要な特徴

を通知した事業年度、及び、その後

リストラが完了するまでの各事業年

度に、リストラ活動に関する開示を

求めることについても暫定的に合意

された。

今回は、①給付建債務（defined

benefitobligation）及び制度資産

（planasset）の変動に関するこれま

での暫定合意の確認及び②管理費用

の取扱いについて議論が行われた。

なお、今回で、認識及び表示に関す

る議論は終了したので、今後は開示

及び経過措置に関する議論が行われ

る予定である。

� 給付建債務及び制度資産の変動

の会計処理

これまでの議論で、給付建負債

（又は資産）の純額の変動は、その

発生時に当期利益で認識するととも

に、次に示す３つの構成要素に分け、

包括利益計算書上で区分して表示す

ることが暫定的に合意されている

（下記�及び�は包括利益計算書上

で表示する以外に注記で開示するこ

とも選択できる）。

� 勤務費用（servicecosts）

� 給付建債務の金利費用

� 給付建債務のその他（金利要素

以外）の変動及び制度資産の変動

から構成される再測定（税引後）

また、制度変更に伴って生じる過

去勤務費用のうち、権利が確定して

いないものについても、その発生時

に全額を当期利益で認識することが

暫定的に合意されている。

今回、下記に示すコメントの分析

を踏まえて、改めて、前述の２つの

暫定合意を見直す必要があるかどう

かについて議論が行われた。

ディスカッション・ペーパーに対

して受領したコメントでは、非常に

多くのコメントが、制度資産及び給

付建債務の変動のすべてを、それら

が生じた期間において認識するとい

う予備的見解を支持していた。しか

し、一部のコメントでは、次のよう

な点に対して反対意見が示された

（IASBの見解は点線の後に表示した）。

� 財務諸表の表示プロジェクトが

完了するまで即時認識に関する結

論を出すべきではない。また、近

い将来、年金プロジェクト全体の

見直しが予定されている現時点で、

現行会計処理を変更すべきではな

い。…年金会計の議論が、財務諸

表の表示プロジェクトによって遅

延しないようにするために、この

プロジェクトで、退職後給付に関

連する損益の表示に関する問題を

議論することが決定されている。

また、将来の年金プロジェクトは、

着手時期及び検討範囲についてま

だ何も決定され得ていない。

� 給付建債務及び制度資産の測定

に関する論点を扱う前に、認識及

び表示の論点だけを切り離して扱

うべきではない。…数理計算上の

差異の未認識や遅延認識は、年金

会計の基本部分ではなく、切り離

して処理が可能である。

� 年金は長期にわたる負債であり、

年金負債に関連するボラティリティ

には、短期項目のボラティリティ

とは異なる処理を認めるべきであ

る。…将来の利得及び損失が過去

の利得及び損失を相殺するという

保証はない。即時認識は、透明で

理解が容易な情報を提供し、利用

者の意思決定に有用な情報を提供

する。

議論の結果、前述２つの暫定合意

が改めて確認された。

� 管理費用

現行IAS第19号（従業員給付）で

は、管理費用を、①制度資産の収益、

又は、②給付建債務の見積りに用い

られる保険数理上の仮定に含めて処

理することを認めている。これを前

述�の３つの構成要素への分解表示

と関連させると、制度資産に関連す

る管理費用は再測定の構成要素とし

て税引後で、給付建債務に含まれる

管理費用は勤務費用の中で、処理さ

れることになる。このように、制度

資産に関連するか給付建債務に関連

するかで包括利益計算書上での管理

費用の表示が異なることになる。

議論の結果、管理費用が、制度資

産の（投資の）管理に関連し、かつ、

給付約定が当該制度資産の収益（リ

ターン）に依拠しないものでない限

り、管理費用を給付建債務に含める

ことが暫定的に合意された。この結

果、制度資産の管理に関連し、かつ、

給付約定が当該制度資産の収益（リ
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ターン）に依拠する管理費用は、制

度資産の収益に含められる（控除さ

れる）。

今回は、①当初認識後の測定を含

むマージンの測定、②新契約費及び

③保険契約者の行動について議論が

行われた。ここでは、③を除く議論

の概要を紹介する。

� これまでの議論のまとめ

これまで５つの保険負債の測定ア

プローチのモデルが提示され、検討

されてきた。それらの特徴は次のと

おりであり、そのうち、候補５を除

く測定モデルの概要をまとめると、

別表のとおりである。

� 候補１：ディスカッション・ペー

パー「保険契約に関す

る予備的見解」におい

て提案されている現在

出口価値

� 候補２：リスク負担のコストを

反映するリスク・マー

ジンのみを含む現在履

行価値

� 候補３：候補２のリスク・マー

ジンに契約時に保険料

に合わせて較正された

別個の追加マージンを

加えた現在履行価値

� 候補４：契約開始時に保険料に

合わせて較正された単

一のマージンを含む現

在履行価値（すなわち、

候補３に類似するが、

マージン要素を２つに

分離せずマージン全体

を１つのものとしてと

らえる）

� 候補５：未経過保険料（短期契

約の責任準備金につい

てのみ）

� マージンの測定

今回は、候補１（ここでは、初日

損益を認識しないモデルを指してい

る）、３及び４に絞って、マージン

に関する議論が行われた。なお、ディ

スカッション・ペーパーでは、マー

ジンの２つの要素を次のように区分

している。

� リスク・マージン：リスク・マー

ジンの目的は、将来キャッシュ・

フローを伴った不確実性について

の意思決定に有用な情報を財務諸

表利用者に提供することである。

このリスク・マージンは市場参加

者がリスク負担に対して要求する

対価の見積りである。

� サービス・マージン：もし市場

参加者によって要求される場合、

このサービス・マージンはリスク

負担以外のサービスを提供するこ

とに対して要求する対価である。

今回、暫定合意に達したのは、保

険契約の当初認識時の測定が初日の

損失（day-oneloss）となる場合、

保険者は当該初日の損失を損益とし

て認識すべきであるという点だけで

ある。それ以外に、次の点が議論さ

れたが、いずれもボードメンバーの

意見がほぼ半々に分かれたため合意

には達しなかった。

� いずれのモデルも、そこに含ま

れるリスク・マージンは区分され、

毎期末に見直されるべきかどうか。

候補４は、リスク・マージンを区

分せず、その他のマージンの構成

要素（例えば、サービス・マージ

ン）とともに複合マージンとして

認識し、当初認識後は、再測定を

行わないというモデルなので、リ
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アプローチ 候補１ 候補２ 候補３ 候補４

測定目的 出口概念 履行概念

特徴 現在出口価値 現在履行価値
保険者がリスク負
担に対して要求す
るものを反映する
リスク・マージン
を含む

現在履行価値
保険者がリスク負担に対して
要求するものを反映するリス
ク・マージンに加えて追加的
な別のマージンを含み、契約
時に保険料で較正される

現在履行価値
契約時に保険料で
較正された単一の
マージンを含む

マージンの構成
要素

リスク・マージン
サービス・マージン

リスク・マージン
（サービス・マー
ジンなし）

リスク・マージン
（サービス・マージンなし）
追加（残余）マージン

複合マージン

当初認識時（契
約当初）のマー
ジン（初日損益
の認識）

Yes
差額を純利
益で認識す
る

No
別の明示的
な調整とし
て認識する

Yes
差額を純利益で認
識する

No
契約時にマージン全体を保険
料で較正する

No
契約時にマージン
全体を保険料で較
正する
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スク・マージンを毎期末に再測定

するという原則を採用すると、候

補４は、除外されることとなる。

候補１及び３は、リスク・マージ

ンを区分するとともに、毎期末に

再測定するモデルである。

� 履行概念のモデルにおいて、サー

ビス・マージンを明示的に分ける

かどうか。候補１では、出口価値

概念を用いているため市場で得ら

れる情報からサービス・マージン

を分離できるとされている。しか

し、現在履行価値概念は、満期ま

でにわたって保険者が保険契約者

に対して有する義務を履行するた

めの費用の期待現在価値と定義さ

れるため、この定義にはリスク・

マージンは当然含まれるが、サー

ビス・マージンが明確に含まれる

とはいえない。候補３では、サー

ビス・マージンは、実際の取引価

格との差額として追加（残余）マー

ジンの一部に含まれていると考え

られ、候補４では、複合マージン

の中に含まれていると考えられる。

しかし、候補３及び４の場合、観

察可能な市場がないことから、サー

ビス・マージンを区分することは

困難だと推定される。

� 各候補に含まれるすべてのマー

ジンは、保険負債以外の負債とし

て、保険負債から分離するのでは

なく、保険負債の一部として表示

するかどうか。例えば、候補３及

び４の場合、サービス・マージン

は、現在履行価値概念の定義を満

たさない可能性があり、満たさな

い場合には、保険負債として表示

することが適切かどうかという議

論がある。スタッフからは、サー

ビス・マージンを分離することが

実務上難しいので、これを含めた

全体を保険負債として表示するこ

とが提案された。

� 新契約費

新契約費を契約当初の費用として

処理するか、資産として認識するか

という会計処理に関する論点が議論

された。

議論では、次の２つの例が示され、

契約Ａ及びＢで、出口価値又は履行

価値のどちらでとらえても保険負債

が同額となると考えるかどうかがボー

ドメンバーに問われた。

契約Ａ：保険者Ａは、CU100の一時

払保険料を契約開始時に受

領する契約Ａを発行し、新

契約費がCU４発生する。

キャッシュ・フローの期待

現在価値はCU90である。

保険者Ａは、ブローカー及

び直接の営業部隊を使用す

る。

契約Ｂ：保険者Ｂは、CU97の一時

払保険料を契約開始時に受

領する契約Ｂを発行し、新

契約費がCU１発生する。

キャッシュ・フローの期待

現在価値はCU90である。

契約条件、リスク・プロファ

イル及びサービシングの労

力は、契約Ａと同一である。

保険者Ｂは、契約の販売に

インターネットを使用する。

この設例で、もし、両契約の当初

認識時の保険負債の測定額が同額と

なると考える場合には、その測定値

はCU96となり、新契約費を回収す

る原資となる保険料の一部（契約Ａ

の場合CU４、契約Ｂの場合CU１）は、

保険負債の当初測定から除外される。

保険者は、発生した新契約費（契約

Ａの場合CU４、契約Ｂの場合CU１）

を費用として認識し、保険負債に含

まれない保険料が収益（revenue）

又は損益（gainorloss）として認識

されることになる。

議論の結果、契約当初では、保険

負債額は、いずれの契約でも同額と

なるべきである点が暫定的に合意さ

れた。また、この結果、新契約費を

回収する部分に該当する保険料（契

約Ａの場合CU４、契約Ｂの場合CU

１）は、契約当初時に、損益（gainor

loss）としてではなく、収益（reve-

nue）として認識すべきことも暫定

的に合意された。また、ここで新契

約費とは、保険契約を発行するため

にかかる増分費用（保険者が保険契

約を発行しなければ発生しないであ

ろう費用）を指し、その他の費用を

含まないと定義される。
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